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学位論文の要旨  
 
論文題目  「知的障害児・者の食生活と肥満に関する研究」  
 
研究目的  
 厚生労働省が実施した「平成 23 年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・
者等実態調査）」によれば，全国の在宅知的障害児（者）は，平成 23 年 12 月現在，療育
手帳保持者数として 62 万 2 千人と推計されている．年齢分布をみると，65 歳以上の者の
割合は 9.3％であり，平成 23 年のわが国の高齢化率である 23.3％と比較すると，知的障害
者の高齢化率が低いことが分かる．知的障害者は生活面や健康面において様々な問題を抱
えていることが推察される．  
 在宅で生活している知的障害者の健康状態をみると，国外の調査では知的障害者の死因
が一般とは異なることが報告されている．国内においては，有馬らによる 1998 年度の「健
康障害の実態と対策に関する研究」によると，知的障害者の死亡率は同年代の 3～10 倍で
あり，急性・突然死は，20～50 歳の男性に高率であると報告されている．さらに知的障害
児では，小学校高学年以降に肥満者の割合が増加し，成人期に至っては生活習慣病となる
者が高率であることが報告され，肥満予防対策の必要があるという．  
 知的障害者の肥満に関しては，国内外で施設に入所している者より在宅で生活している
者にその割合が高いことが報告されている．ところが知的障害者の肥満と健康状態に関す
る調査は少なく，肥満に関連が深いといわれる食生活習慣に関する詳細な調査はほとんど
みられない．さらに生活習慣は幼児期に培われていくものであるが，幼児期の知的障害児
における体格の現状や生活習慣に関する調査報告においても十分な数ではない．   
 近年，障害者の就学や就労，自立した生活における支援が施策として推進されている．
知的障害児・者が支援を受けながら生活する上で望ましい生活習慣を身につけ，肥満を予
防することは重要である．そのために在宅で生活する知的障害児・者の健康状態や食生活
習慣の現状を把握し，肥満と関連する食生活習慣の要因を検討することの意義は大きいと
考える．本研究では知的障害児・者の肥満と食生活の調査結果から，将来にわたって健康
を維持増進するために必要な方策を考察することを目的とする．  
 
方法  
１）知的障害者の肥満と健康状態  
在宅で生活する知的障害者の肥満と健康状態について調査した．研究参加者は，A 市に
所在する知的障害者通所施設を利用する在宅知的障害者の男性 38 名（30±5 歳），女性 24
名（32±7 歳）とした．対象者を年齢で「 20 歳群」と「30･40 歳群」の 2 群とし，施設で
実施された身体測定（身長・体重・腹囲周囲径）と健康診断（血圧・血糖・中性脂肪・HDL
コレステロール）の各項目の年齢群間の相違を比較検討した．またメタボリックシンドロ
ームの要因の有無についても比較検討した．  
２）知的障害者の食行動の特徴  
在宅で生活する知的障害者の食行動の特徴と肥満の関連について調査した．研究参加者
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は，在宅で生活する知的障害のある男性 30 名（31±5 歳）と女性 20 名（33±7 歳）とし
た．対照群として一般成人男性 57 名（33±4 歳）と女性 16 名（31±3 歳）を選んだ．食
行動の評価指標としては，肥満症の患者に用いられている「食行動質問表」を用い，「食べ
方」，「食事内容」，「食生活の規則性」に関する質問項目を選んだ．この質問紙では得点が
低いほど，食行動に問題があることを示す．「食行動質問表」の各得点を知的障害者と一般
成人，知的障害者の「20 歳群」と「30･40 歳群」の年齢群間との間で比較検討した．食行
動と体格，障害レベルとの関連についても検討した . 
3）幼児期における知的障害児の肥満と食生活  
幼児期における知的障害児の肥満と食生活の状況について調査した．研究参加者は，近
畿 4 府県 6 施設の通所施設を利用する 2 歳から 5 歳の知的障害児とその保護者とした．保
護者に質問紙調査を実施し，157 名から回答を得た．質問内容は兵庫県が 5 年毎に実施さ
れる「健康食生活実態調査  」から，食生活への意識や行動に関する項目と朝食内容を選ん
だ．知的障害児の食生活状況・朝食内容を一般児ならびに知的障害児の男女間と年齢間（4
月を基準に 2 歳児，3 歳児を年少児群，4 歳児，5 歳児を年長児群）で比較検討した．児の
身長と体重から肥満度を求め，肥満傾向児の現状と食生活状況の関連について検討した．  
4）知的障害のある児童を養育する保護者への介入研究  
H 市内の児童デイサービスである A 施設を介入群とし，対照群として B 施設を設定した．
施設を利用している知的障害児の保護者に質問紙調査を実施した．A 施設では，保護者を
対象に児童が望ましい生活習慣を身につけるための健康教室を 2 回実施した．A，B 施設
ともに，3 カ月後に追跡調査を実施した．調査項目は，児童の食生活状況，保護者の SF-36v2
（健康関連の QOL），GSES（一般性セルフエフィカシー），生活習慣改善への目標の有無
とした．身体測定値として施設で測定された値を調査した．質問紙調査の回答が揃った保
護者を解析の対象とした．  
 
結果と考察  
１）知的障害者の肥満と健康状態  
 知的障害者の健康診断結果の各測定項目の平均値の検討では，女性の「30･40 歳群」に
おいて HDL コレステロールが有意に低値を示した．身長と体重から BMI（Body Mass 
Index, kg/m2）を求め，25 以上を肥満としたところ，肥満者の割合は，男性ではいずれの
年齢群においても 42.1 %，女性では「20 歳群」で 40.0 %，「30･40 歳群」で 50 %であっ
た．肥満の出現率は，年齢群間に有意な差はなかった．血圧，血糖，中性脂肪，HDL コレ
ステロールで異常所見を示す者の割合には，年齢群間で有意な差はなかった．メタボリッ
クシンドロームの要因を有する者の割合については，男性では「 20 歳群」で 26.3%，「30･
40 歳群」で 31.6%であり，年齢群間には有意な差はなかった．女性では「 20 歳群」が 10%，
「30･40 歳群」が 35.7%であり有意に高率であった．国民健康・栄養調査結果における一
般成人との比較においては，男女とも本研究参加者のほうが，BMI，肥満者の割合は有意
に高かった．メタボリックシンドロームの構成因子を有する者の割合においても高い傾向
がみられた．知的障害者は，肥満やメタボリックシンドロームの構成因子を有する者の割
合が男性では 20 歳代，女性では 30 歳代で高まっていることが示唆された．  
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２）知的障害者の食行動の特徴  
 知的障害者と一般成人の間で「食べ方」，「食事内容」，「食生活の規則性」の各得点を比
較した．知的障害者の男性と一般男性の間において得点に有意差が認められたのは，「食行
動総得点」，「食事内容」，「食生活の規則性」であり，いずれも一般男性よりも知的障害者
の男性の得点が有意に低かった．知的障害者の男性の「 20 歳群」と「30・40 歳群」の間
において，得点に有意差が認められたのは，「食行動総得点」，「食べ方」，「食生活の規則性」
であり，「20 歳群」よりも「 30・40 歳群」の得点が有意に低かった．知的障害者の女性と
一般女性の間において得点に有意差が認められたのは，「食行動総得点」，「食生活の規則性」
であった．一般女性よりも知的障害者の女性の得点が有意に低かった．女性においては，
「20 歳群」と「30・40 歳群」の間で得点に有意差は認められなかった．BMI25 未満群と
BMI25 以上群の間において得点を比較したところ，男女とも有意差は認められなかった．
知的障害者が通所施設で受けるサービスの支援の程度と得点の関係においては，男女とも
有意差は認められなかった．支援の程度と体格にも関連はなかった．知的障害者の食行動
は男女ともに一般成人より良好であり，年齢や体格，支援の程度に関連がないことが示唆
された．その一方で知的障害者は肥満状態にある者が多いことから，関連する食行動につ
いて今回検討されなかった項目に加え，食事量や身体活動量等を総合的に調査し，詳細に
検討していくことの必要性が示唆された．  
3）幼児期における知的障害児の肥満と食生活  
 知的障害児の食生活状況を一般児と比較したところ，きちんとした食事，つまり「主食」，
「主菜」，「副菜」が揃った食事が摂れていない割合が，一般児よりも有意に高いことが明
らかになった．また，男児にのみ肥満傾向児がみられ，女児よりも男児において「食事に
問題がある」，「食事中にテレビを見ている」と回答した保護者の割合が有意に高かった．
男女とも年齢による食生活状況の違いは確認されなかった．知的障害児については，知的
障害が幼児期の食生活に影響を及ぼしていることが示唆された．知的障害児のある幼児の
食生活については児の摂食行動の発達が緩慢であることへの配慮，特に男児への配慮が必
要であることが示唆された．  
4）知的障害のある児童を養育する保護者への介入研究  
 介入群の A 施設において，2 回の教室に参加し質問紙の回答があった保護者は 11 名（男
子 7 名，女子 4 名），対照群の B 施設において，質問紙の回答があった保護者は 9 名（男
子 8 名，女子 1 名）であった．両群において，教室開催の前後で各調査項目の回答に有意
な変化はみられなかった．教室開催後の調査において両群間で有意差がみられたのは，「望
ましい生活習慣をおくるために目標をもって取り組んだことがあるか」という項目に「あ
る」と回答した保護者の割合であり，対照群より介入群のほうが有意に高かった．本研究
では，研究参加者数が少ないことや，介入プログラムが 2 回であったことから，介入群に
おいて明らかな改善の効果は得られなかった．しかし介入群の食生活状況をみると，有意
差はみられなかったものの，介入群にのみ改善に転じた項目や，良好な結果を維持する項
目がみられた．今後は教室の内容やフォローする仕組みを充実させることができれば効果
が期待できると考えられた．  
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結  論  
知的障害者は，男女とも一般成人より BMI，肥満者の割合，メタボリックシンドローム
の構成因子を有する者の割合が有意に高く，肥満やメタボリックシンドロームの構成因子
を有する者の割合が男性では 20 歳代，女性では 30 歳代で高まっていることが示唆された．
したがって，知的障害者に対する肥満およびメタボリックシンドロームへの対策が，より
一層必要になると考えられた．食行動の調査結果からは，一般成人よりも食行動が良好で
ありながら肥満者の割合は高いという問題点が明らかになった．より詳細な食行動の実態
把握とともに，食事量や身体活動量についても総合的に検討していくことの必要性が示唆
された．幼児期より食生活に問題を感じている保護者が一般児の保護者よりも多く，特に
男児において食行動の問題がみられ肥満傾向を有する児の割合が高かった．知的障害児は
摂食行動の発達が一般より緩慢であることが推察され，その傾向は男児において顕著であ
ることが明らかになった．知的障害児が望ましい食生活習慣を身につけることを目的に，
保護者を対象に 2 回の介入プログラムを実施した．介入群においては生活習慣に関する目
標を設定し，親子で取り組んでいくという行動の変化がみられ，教室の効果として確認さ
れた．保護者への支援が児の食行動に影響を及ぼす可能性が示唆された．  
以上のように，知的障害児・者の健康状態と食生活習慣について調査・検討した結果，
知的障害児は肥満傾向にあり，その傾向は成人期，および成人期以降，より顕著になるこ
とが示唆された．知的障害児・者の将来にわたる健康の維持増進を考えた場合，本研究で
明らかにできた知的障害児・者の身体状態や食行動，食生活のそれぞれの特徴を理解した
上で，幼児期から成人期以降に至るまでのより良い生活習慣の達成のための効果的な健康
教育の実施と，保護者，そして施設に対するより一層の支援が重要になることが示唆され
た．  
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